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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載していません。 

回次 第127期中 第128期中 第129期中 第127期 第128期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 10,851 11,067 10,507 22,076 22,103 

経常利益（百万円） 334 1,261 957 843 1,795 

中間（当期）純利益又は中間

（当期）純損失（△） 

（百万円） 

△4,167 1,024 519 △3,539 1,393 

純資産額（百万円） 39,248 40,413 41,563 40,053 41,077 

総資産額（百万円） 45,534 48,619 51,719 48,133 53,511 

１株当たり純資産額（円） 775.11 800.58 823.58 790.98 812.54 

１株当たり中間（当期）純利

益金額又は中間（当期）純損

失金額（△）（円） 

△82.03 20.25 10.29 △69.85 26.22 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
― ― ― ― ― 

自己資本比率（％） 86.2 83.1 80.4 83.2 76.8 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
1,207 2,007 1,055 2,830 2,899 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△958 △2,066 △1,839 △838 △7,131 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△368 △463 △934 △664 2,848 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
5,987 7,029 4,437 7,491 6,147 

従業員数（名） 549 561 575 542 542 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれていません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載していません。 

２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

 また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  株式会社テーエス・スピロンは、平成１７年９月１日に特種紙商事株式会社と社名を変更しております。 

回次 第127期中 第128期中 第129期中 第127期 第128期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 9,963 9,946 9,627 20,078 20,084 

経常利益（百万円） 269 1,202 882 749 1,693 

中間（当期）純利益又は中間

（当期）純損失（△） 

（百万円） 

△4,186 969 509 △3,575 1,334 

資本金（百万円） 6,867 6,867 6,867 6,867 6,867 

発行済株式総数（千株） 50,911 50,911 50,911 50,911 50,911 

純資産額（百万円） 37,690 38,790 39,929 38,474 39,450 

総資産額（百万円） 43,309 45,683 49,168 45,004 50,816 

１株当たり純資産額（円） 744.34 768.43 791.21 759.87 780.35 

１株当たり中間（当期）純利

益金額又は中間（当期）純損

失金額（△）（円） 

△82.41 19.16 10.10 △70.48 25.11 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
― ― ― ― ― 

１株当たり中間（年間）配当

額（円） 
5.00 5.00 5.00 10.00 11.00 

自己資本比率（％） 87.0 84.9 81.2 85.5 77.6 

従業員数（名） 490 494 523 478 491 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社における状況 

 （注） 従業員数は就業人員数です。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数です。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループの労働組合は日本労働組合総連合会、日本紙パルプ紙加工産業労働組合連合会に加盟し、組合員数

は456人です。 

 なお、特に紛争もなく、穏健な労使関係を維持しています。 

  平成17年９月30日現在

事業別部門等の名称 従業員数（名） 

管理技術 161 

現業 414 

合計 575 

  平成17年９月30日現在

従業員数（名） 523 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当社グループは、現在、中期経営計画に基づき、さまざまな施策を実行しております。 

前々連結会計年度（1年目）は「企業体質の強化」の年と位置付け、コーポレート・ガバナンスの強化、財務体質

の強化等を図りました。 

 前連結会計年度（2年目）は「縮小均衡からの脱却」の年と位置付け、抄紙機を新設するとともに、営業本部の

増員等により、お客さまにより近づいた営業体制の構築に努めました。 

 当連結会計年度（3年目）は、当社グループを取り巻く事業環境がコストダウンニーズの高まりによる低価格品

へのシフトや競争の激化等により厳しい状況が続いているため「営業基盤の強化」の年と位置付け、新製品の投

入，新抄紙機の本格稼動，工場生産の見直し，新営業体制による拡販等を推進しております。 

 具体的には、我が国初の両面エンボスを施したファンシーペーパー「タントセレクト」等、新製品の投入に注力

するとともに、営業部門と開発部門とが一体となったコンサルティング営業活動を積極的に行ってまいりました。

また、代理店・卸商へのトップセールスも継続して展開しております。 

 これらの施策を実施中ではありますが、当社を取り巻く市場環境は予想以上に厳しく、当中間連結会計期間にお

ける当社グループの売上高は、10,507百万円と前年同期比5.1％の減少となりました。 

利益につきましても、新抄紙機の稼動にともなう減価償却費の増加に加え、原油価格の上昇等により、営業利益は

242百万円と前年同期比61.8％の減益となりました。また、経常利益も957百万円と前年同期比24.1％の減益、当期

純利益についても519百万円と前年同期比49.3％の減益となりました。 

  

中間連結経営成績 

 なお、当中間連結会計期間における商品別の状況は次のとおりであります。 

■特殊印刷用紙 

  平成17年4月より、営業活動の拠点を東京支店に移し、顧客への当社ブランドの更なる浸透、顧客ニーズへの

素早い対応、新規商品の開発に重点を置いた活動に取り組んでまいりました。 

 主力のファンシーペーパーは、タントが回復基調に転じ、その他の商品も売上減少傾向にブレーキが掛かり、全

体としては売上の減少が止まりつつあります。中でも平成17年7月1日に発売しました新開発の両面エンボス商品

「タントセレクト」は、顧客から高い評価を頂き、特に出版、紙製品向けに販売が伸びております。 

 一方で高級印刷用紙は、競合品との競争が激化し、新製品の伸びが止まり、売上は前年同期と比べ減少しまし  

た。 

     結果として、特殊印刷用紙全体での販売金額は前年同期に対して2.6％減の5,014百万円となりました。 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

平成17年９月中間期 10,507 △5.1 242 △61.8 957 △24.1 

平成16年９月中間期 11,067 2.0 634 △31.0 1,261 277.4 

   中間純利益 
１株当たり中
間純利益金額 

潜在株式調整後１
株当たり中間純利
益金額 

株主資本
中間純利
益率 

総資本経
常利益率 

売上高経
常利益率 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

平成17年９月中間期 519 △49.3 10.29 ― 1.3 1.8 9.1 

平成16年９月中間期 1,024 ― 20.25 ― 2.5 2.6 11.4 



■情報用紙 

 主力の圧着ハガキ用紙は顧客のニーズに十分応えるべく商品ラインナップの充実等、積極的な営業活動に取り組

んでおりますが、市場での競争激化、通知業務の縮小等で前中間連結会計期間の売上を若干下回りました。 

 ＯＣＲ用紙は、一部で当社の品質が認められ大口需要を獲得することが出来ましたが、市場での一般紙化への流

れ、価格の下落等厳しい環境が続いており、前中間連結会計期間の売上を上回るまでには至りませんでした。 

 偽造防止用紙はリピート商品の好調さに加え、細かい需要に迅速に対応することで数量を増大させることが出来

ました。新技術の投入、新規顧客の獲得などで、今後株券以外に市場開拓が期待できる分野のひとつであります。

 手形小切手用紙、通帳用紙は堅調に推移しております。当社グループは国内トップメーカーであると自負してお

り、製造が難しく他社の参入しにくい商品であることから今後も堅調に推移するものと思われます。 

 しかしながら主力商品やＯＣＲ用紙の影響が大きく、情報用紙全体での販売金額は、前年同期に対して2.8％減

の2,520百万円となりました。 

■工業用雑種紙 

 工業用雑種紙は各産業界の変化に左右されやすい分野です。当中間連結会計期間において既存商品のうち、印刷

関連副資材と各種合紙は好調を維持しました。また、国政選挙投票所用に養生シートの特需がありました。一方、

インクジェット受容紙は価格競争の影響を受けたこと、水解紙は需要が減退したことにより、売上高が減少いたし

ました。ＩＴ関連用紙は価格競争の影響を受け、一時は売上が減少いたしましたが、当社製品の高品質が認めら

れ、売上高は回復に転じつつあります。 

 結果として、工業用雑種紙全体での販売金額は前年同期に対して10.5％減の2,804百万円となりました。 

営業活動では平成17年3月稼動の第15号抄紙機の特性を生かした新規商品の取り込みや現行商品の新市場開拓を積

極的に展開しております。新商品ではフッ素系耐油剤を使用しない、環境にやさしい脱フッ素食品包装紙「ＮＦ耐

油紙」を開発したため、今後の売上増が期待できるものとして積極的な販売活動を推進しております。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は4,437百万円となり、前中間連結会計期間末に比べ2,591百

万円（36.9％）の減少となりました。各キャッシュ・フローの状況と要因は以下の通りです。 

■営業活動によるキャッシュ・フロー 

 税金等調整前中間純利益は前中間連結会計期間に比べ473百万円減少し、たな卸資産が増加した一方、非資金項

目である減価償却費が増加しました。これらの営業活動により得られた資金は、前中間連結会計期間と比べ、952

百万円(47.4％)減少し、1,055百万円となりました。 

■投資活動によるキャッシュ・フロー 

 中期経営計画に基づいた設備投資を行ったことなどから、投資活動により使用した資金は、前中間連結会計期間

と比べ227百万円（11.0％）減少し、1,839百万円となりました。 

■財務活動によるキャッシュ・フロー 

 借入金の返済額が増加したことにより、財務活動により支出した資金は、前中間連結会計期間と比べ471百万円

（101.7％）増加し、934百万円となりました。 

 
営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
中間期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

平成17年９月中間期 1,055 △1,839 △934 4,437 

平成16年９月中間期 2,007 △2,066 △463 7,029 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を示すと次のとおりです。 

 （注）１ 金額は販売価格によっています。 

２ 上記金額には消費税等は含まれていません。 

(2）受注実績 

 当中間連結会計期間における受注実績を示すと次のとおりです。 

 （注）１ 金額は販売価格によっています。 

２ 上記金額には消費税等は含まれていません。 

区分 金額（百万円） 前年同期比（％） 

紙製造・加工・販売業   

(1）特殊印刷用紙 5,709 10.1 

(2）情報用紙 2,654 △1.7 

(3）工業用雑種紙 2,244 △2.7 

その他の事業 ― ― 

合計 10,608 4.1 

区分 
受注高 受注残高 

金額（百万円） 前年同期比（％） 金額（百万円） 前年同期比（％） 

紙製造・加工・販売業     

(1）特殊印刷用紙 5,083 △2.1 660 11.6 

(2）情報用紙 2,482 △4.0 176 △17.8 

(3）工業用雑種紙 2,776 △12.2 209 △18.4 

その他の事業 ― ― ― ― 

合計 10,341 △5.4 1,046 △1.6 



(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を示すと次のとおりです。 

 （注）１ 金額は販売価格によっています。 

２ 上記金額には消費税等は含まれていません。 

３ 当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売高に対する割合 

  

区分 金額（百万円） 前年同期比（％） 

紙製造・加工・販売業   

(1）特殊印刷用紙 5,014 △2.6 

(2）情報用紙 2,520 △2.8 

(3）工業用雑種紙 2,804 △10.5 

その他の事業 167 △12.3 

合計 10,507 △5.1 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％） 

㈱竹尾 2,818 25.5 2,729 26.0 

平和紙業㈱ 1,396 12.6 1,356 12.9 

㈱大文字洋紙店 1,197 10.8 1,225 11.7 

大倉三幸㈱ 1,184 10.7 1,211 11.5 



３【対処すべき課題】 

 当社グループの当面の重点課題の一つは、成長性です。ここ数年間、売上高が減少傾向にあります。今後は、営業

活動・研究開発活動・生産活動で、当社の持つ経営資源を有効かつ効率的に運用することにより、売上を伸ばしてい

く方針です。このため、伝統的な技術力・開発力に新たな知識・研究成果を加え、特殊紙市場における確固たる事業

基盤を存続させるとともに、事業領域の拡大と企業の成長を図り、思い切った施策を講じて、さらなる発展に取り組

んでまいります。そのために平成17年8月より社内プロジェクトを立ち上げ、営業・研究開発・生産の各々の側面か

ら、当社グループの抜本的経営戦略案を検討しております。 

 従来、当社グループは利益面において当業界の中でも高水準にありましたが、今中間期は減価償却費の増加を主因

に営業利益が大きく減少しております。このため、販売促進を推し進めるとともに共に、生産効率の向上等、コスト

ダウンに努め、高収益体質を回復してまいります。  

 事業等のリスク 

 (1)市場環境 

  当社グループの売上高の大半を占める紙製品の市場は、素材産業であることから需要動向が景気に大きく左右され

ます。中でも当社グループの主力製品であるファンシーペーパーなどの特殊印刷用紙は、個人消費などへの景気感応

度が高いといえます。当社グループは、景気に左右されない差別化された製品の販売、開発に努めておりますが、景

気後退、消費低迷などが業績に悪影響を及ぼす可能性があります。  

 (2)原材料及び燃料市況 

 当社グループの製造する紙製品の主力原材料であるパルプ及び薬品は、国際的な需給動向によって価格が変動する

国際市況製品です。当社グループは、パルプ及び薬品を社外から購入しているため、需給が逼迫し価格が上昇した場

合には業績に悪影響を及ぼし、需給が緩和し価格が低下した場合には、業績に好影響をもたらします。 

 また、当社グループの生産拠点である製紙工場は、重油及び灯油を動力及び熱源として使用しております。重油及

び灯油も市況商品であり、パルプと同様に国際的な需給環境により当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

(3)為替レートの変動 

 当社グループが購入するパルプの大半は北米地域など海外からの輸入に依存しております。輸入代金は、米ドルに

て決済を行なっているため、為替レート変動に伴いパルプ価格円貨換算額が変動し、円安の場合には原材料の調達コ

ストを上昇させることとなります。コストの上昇は利益率を低下させることになります。当社グループは、ヘッジを

目的とした為替予約により影響を抑える努力をしておりますが、長期的には為替レートの変動が、業績に悪影響を及

ぼす可能性があります。 

 また、当社グループが行なっている一年を超える為替予約等は、将来予定される取引についてキャッシュフローを

安定させることを目的としておりますが、ヘッジ会計の要件を完全には満たさないため、その時価は為替レートの変

動、日米金利差、ボラティリティなどによって変動いたします。時価の変動は、キャッシュフローには直接的には影

響がありませんが、会計上は損益計算書の営業外損益に反映されるため、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。 

 (4)退職給付債務 

 当社グループの退職給付費用および債務は、年金資産の期待収益率など一定の前提条件に基づいて算出されており

ます。これらの前提条件が変更された場合、退職給付費用および債務に影響を及ぼすため、割引率の低下や運用利回

りの悪化などが当社グループの業績ならびに財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 (5)環境問題 

 当社グループの主力事業である製紙事業は、排水、産業廃棄物など環境面で厳しく規制されております。このた

め、当社グループは平成15年11月に環境マネジメントシステム「ISO14001」の認証を取得し、埋立廃棄物の減少、処

理水の水質改善、省エネルギー、化学物質排出削減など環境改善活動に積極的に取り組んでおりますが、今後、環境

をめぐる状況変化によって公的規制強化などへの対応が必要となる場合があります。これにより、費用増加や設備投

資負担が発生し、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。  

 (6)地震の影響 

  当社グループ主力であるの本社工場が立地する静岡県は東海地震の被害が想定される地域に含まれております。地

震災害につきましては、建物等の構造上の改善や、万一損害が発生した場合の復旧体制の整備などを行ない、被害を

最小化するように努めておりますが、当社グループの工場が罹災した場合には、操業停止による機会損失の発生や修

繕費用増加などにより業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

■コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

 当社は監査役制度採用会社ですが、任意に指名委員会，報酬委員会，重要財産管理委員会を設置しております。そ

れぞれの委員会は社内外の委員で構成されており、取締役人事案（子会社を含む）の作成・提案，報酬基準の策定，



財産の処分・管理において、適正な運用と透明性の確保に努めております。 

①取締役会は5名で構成されておりますが、うち2名（弁護士・有識者）が社外取締役です。 

 また、監査役会は3名で構成されておりますが、3名全員（税理士，金融機関役員OB）が社外監査役です。 

 指名委員会は5名（うち社外委員3名），報酬委員会は4名（うち社外委員3名），重要財産管理委員会は4名（うち

社外委員2名）で構成されております。なお委員長は全て社外委員です。 

②当社は平成16年6月より、取締役会を戦略意思決定機関化し、経営の基本方針決定や業務執行の監督機能の強化を

図るために執行役員制度を導入しており、業務執行権限の一部を執行役員に委譲いたしました。 

 業務執行における各階層の責任範囲と権限範囲については、業務分掌基準や決裁承認規定に制定しており、これに

則って意思決定がなされております。また、意思決定の過程で、取締役、監査役あるいは経理財務担当部門などがモ

ニタリングできるような稟議システムを整えております。 

③内部監査につきましては、取締役会に直結した独立組織である監査部を設置しており、監査役会及び会計監査人で

ある監査法人と適時に情報及び意見の交換をしながら監査活動することで、内部監査の質を高めております。 

④外部監査につきましては、当社は平成16年3月期より新日本監査法人と監査契約を結び会計監査を受けておりま 

す。 

 また、監査法人と監査役会とが定期的に意見交換をすることでお互いを補完する関係を構築しております。 

⑤この他、当社はさらなるコンプライアンス強化に向けて、社外の有識者との間で顧問契約を結んでおります。法務

顧問として３つの法律事務所と契約を結び、日常発生する法律問題全般に関して助言と指導を適時受けられる体制を

設けております。 

⑥内部統制機能の充実を目指し、平成17年4月1日付で本社機構である総合企画本部を、経営企画本部と管理本部に分

割し5本部制としました。現在の本社業務執行・経営の監視の仕組み，内部統制システム，リスク管理体制の概要は

次の図のとおりです。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

■組織 

 平成17年４月１日付で、独立組織であった知財戦略室を研究所内に吸収いたしました。 

戦略立案と実行を同一組織内でおこなうことにより、効率化を図ります。 

■研究開発活動 

 当中間連結会計期間の研究開発費としては 280百万円を計上しており、16件の開発を完了・上市いたしました。 

 当中間連結会計期間における主な研究開発活動状況のうち、主要なものは次のとおりです。 

(1）特殊印刷用紙 

 新規にファンシーペーパー「タントセレクト」を開発しました。こちらは、表・裏ともに表情豊かな、既存品

と差別化された新商品です。また、ファンシーペーパー「リベロ」の新色も開発いたしました。 



(2）情報用紙 

 高速プリンター対応など圧着ハガキ用紙を3件開発いたしました。また、偽造防止用紙を２件開発いたしまし

た。 

(3）工業用雑種紙 

 DPE機器専用のインクジェット用紙（画材用紙タイプ）、マーキングフィルム用工程紙、建装材表面基紙、等

９件の工業用雑種紙を開発いたしました。 

      (4）知的財産 

 当中間連結会計期間より、商品開発過程において、より実効性のある知的財産保護を目的とした仕組み（パテ

ントレビュー）を導入いたしました。 

 当中間連結会計期間内に出願した特許等は２件で、成立した特許等は８件です。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 150,000,000 

計 150,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月14日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 50,911,917 50,911,917 
東京証券取引所 

市場第一部 
― 

計 50,911,917 50,911,917 ― ― 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日  
― 50,911,917 ― 6,867 ― 6,521 



(4）【大株主の状況】 

 （注） 上記の持株数のうち、信託業務に係る持株数は次のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱    2,322千株 

日本マスタートラスト信託銀行㈱      1,356千株 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

エスエヌエフイー マック ジ

ャパン アクティブ シェアホ

ルダー ファンド エルピー 

（常任代理人 香港上海銀行

東京支店） 

39/F EDINBURGH TOWER THE LANDMARK15  

QUEEN'S ROAD CENTRAL HONG KONG 

（東京都中央区日本橋３丁目１１番１号） 

3,000 5.89 

株式会社静岡銀行 静岡県静岡市葵区呉服町１丁目10番地 2,461 4.83 

株式会社十六銀行 岐阜県岐阜市神田町８丁目26番地 2,461 4.83 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８番１１号 2,322 4.56 

第一生命保険相互会社 東京都中央区晴海１丁目８番１２号 2,255 4.42 

大倉三幸株式会社 東京都千代田区神田錦町１丁目８番地 2,255 4.42 

ロンバード オーディエ ダリ

エ ヘンチ アンド シー 

（常任代理人 株式会社東京

三菱銀行カストデイ事業部） 

Rue de la Corraterie 11 1204  

Geneva Switzerland 

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号） 

2,131 4.18 

株式会社みずほコーポレート

銀行 
東京都中央区晴海１丁目８番１２号 1,623 3.18 

大富運輸株式会社 静岡県沼津市東椎路650番地２ 1,560 3.06 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社 
東京都港区浜松町２丁目１１番３号 1,356 2.66 

計 ― 21,426 42.08 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）  単元未満株式には当社所有の自己株式301株を含みます。 

  

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

 【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の移動は、次のとおりである。 

 役職の異動 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式 

445,000 

― ― 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

50,224,000 
50,224 ― 

単元未満株式 
普通株式 

242,917 
― ― 

発行済株式総数 50,911,917 ― ― 

総株主の議決権 ― 50,224 ― 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

特種製紙株式会社 

静岡県駿東郡長泉

町本宿501番地 
445,000 ― 445,000 0.9 

計 ― 445,000 ― 445,000 0.9 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 585 557 575 629 668 662 

最低（円） 536 503 507 560 586 598 

氏名 新所属及び役職  旧所属及び役職 異動年月日 

田中 英夫 

 取締役（社外）東京駐在 

 兼 東京本社担当 

 兼  重要財産管理委員会委員長 

 取締役（社外）東京駐在 

 兼 重要財産管理委員会委員長  
平成17年８月21日



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人の中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   7,069   4,437   6,177  

２ 受取手形及び売掛
金   7,544   7,406   7,627  

３ たな卸資産   4,093   5,040   4,296  

４ 繰延税金資産   335   370   361  

５ その他   283   260   676  

貸倒引当金   △23   △19   △19  

流動資産合計   19,301 39.7  17,496 33.8  19,119 35.7 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１          

(1）建物及び構築物 ※２  7,712   9,134   9,356  

(2）機械装置及び運
搬具 

※２  5,861   10,121   10,481  

(3）工具器具備品   585   460   499  

(4）土地 ※２  6,630   6,562   6,630  

(5）建設仮勘定   2,341   97   99  

有形固定資産合計   23,132   26,376   27,068  

２ 無形固定資産   110   110   112  

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券   5,710   7,438   6,932  

(2）繰延税金資産   53   32   19  

(3）その他   311   276   274  

貸倒引当金   △0   △11   △14  

投資その他の資産
合計   6,074   7,736   7,211  

固定資産合計   29,317 60.3  34,223 66.2  34,391 64.3 

資産合計   48,619 100.0  51,719 100.0  53,511 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛
金   1,579   1,627   1,613  

２ 短期借入金   72   72   72  

３ １年内に返済予定
の長期借入金   60   1,255   1,260  

４ 未払法人税等   193   252   221  

５ 修繕引当金   79   228   138  

６ その他   3,079   1,542   2,841  

流動負債合計   5,063 10.4  4,977 9.6  6,147 11.4 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※２  55   1,800   2,425  

２ 退職給付引当金   2,201   1,907   2,063  

３ 役員退職慰労引当
金   63   54   76  

４ 修繕引当金   114   57   146  

５ 連結調整勘定   23   29   33  

６ 繰延税金負債   154   888   555  

７ その他   418   350   896  

固定負債合計   3,030 6.3  5,087 9.8  6,197 11.6 

負債合計   8,094 16.7  10,065 19.4  12,345 23.0 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   111 0.2  90 0.2  88 0.2 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   6,867 14.1  6,867 13.3  6,867 12.8 

Ⅱ 資本剰余金   6,521 13.4  6,521 12.6  6,521 12.2 

Ⅲ 利益剰余金   25,883 53.2  26,148 50.6  25,999 48.6 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   1,344 2.8  2,236 4.3  1,896 3.5 

Ⅴ 自己株式   △203 △0.4  △210 △0.4  △208 △0.3 

資本合計   40,413 83.1  41,563 80.4  41,077 76.8 

負債、少数株主持分
及び資本合計   48,619 100.0  51,719 100.0  53,511 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   11,067 100.0  10,507 100.0  22,103 100.0 

Ⅱ 売上原価   8,539 77.2  8,547 81.3  16,896 76.4 

売上総利益   2,528 22.8  1,959 18.7  5,207 23.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  1,893 17.1  1,717 16.4  3,744 16.9 

営業利益   634 5.7  242 2.3  1,462 6.7 

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息  1   9   4   

２ 受取配当金  41   46   78   

３ 為替差益  －   48   39   

４ 連結調整勘定償却
額  2   4   7   

５ デリバティブ評価
益  502   576   143   

６ その他  87 636 5.8 48 733 7.0 80 353 1.5 

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息  1   18   9   

２ その他  8 9 0.1 0 18 0.2 10 20 0.1 

経常利益   1,261 11.4  957 9.1  1,795 8.1 

Ⅵ 特別利益           

１ 償却債権取立益  －   4   －   

２ 貸倒引当金戻入額  －   2   －   

３ 固定資産売却益 ※２ 94   8   124   

４ 投資有価証券売却
益  9   17   12   

５ その他  9 113 1.0 0 33 0.3 9 146 0.7 

Ⅶ 特別損失           

１ 前期損益修正損 ※３ 20   －   29   

２ 固定資産売却損 ※４ －   2   5   

３ 固定資産除却損 ※５ 30   17   129   

４ 減損損失 ※６ －   126   －   

５ 投資有価証券評価
損  －   －   0   

６ その他 ※７ 6 57 0.5 － 146 1.4 26 191 0.9 

税金等調整前中間
（当期）純利益 

   1,317 11.9  844 8.0  1,749 7.9 

法人税、住民税及
び事業税 

※８ 170   235   185   

法人税等調整額  ※８  113 284 2.5 86 322 3.1 159 344 1.5 

少数株主利益   8 0.1  1 0.0  11 0.1 

中間（当期）純利
益   1,024 9.3  519 4.9  1,393 6.3 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   6,521  6,521  6,521 

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  6,521  6,521  6,521 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   25,115  25,999  25,115 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１ 中間（当期）純利益  1,024 1,024 519 519 1,393 1,393 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１ 配当金  253  302  505  

２ 役員賞与  3 256 68 371 3 509 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  25,883  26,148  25,999 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

区 分 
注記 

番号 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

前連結会計年度の 

要約キャッシュ・フロ

ー計算書 

（自 平成16年４月１日  （自 平成17年４月１日  （自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日）  至 平成17年９月30日）  至 平成17年３月31日）

 
金額（百万円） 

  
金額（百万円） 

  
金額（百万円） 

 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー           

1 税金等調整前中間（当期）純利益   1,317   844   1,749  

2 減価償却費及びその他償却費   774   1,211   1,796  

3 連結調整勘定償却額   15   14   29  

4 投資有価証券等評価損益（益△）   －   －   12  

5 退職給付引当金の増減額（減少△）   △130   △155   △268  

6 役員退職慰労引当金の増減額（減少△）   △6   △22   6  

7 修繕引当金の増減額（減少△）   △75   △0   15  

8 貸倒引当金の増減額（減少△）   8   △2   7  

9 受取利息及び受取配当金   △43   △56   △82  

10 支払利息   1   18   9  

11 為替差損益（益△）   △59   △8   △39  

12 デリバティブ評価損益（益△）   △502   △576   △143  

13 投資有価証券売却損益（益△）   △5   △17   △5  

14 固定資産除却損   17   17   129  

15 固定資産売却損益（益△）   △92   △5   △118  

16 減損損失   －   126   －  

17 売上債権の増減額（増加△）   79   221   △3  

18 たな卸資産の増減額（増加△）   47   △744   △155  

19 仕入債務の増減額（減少△）   47   13   81  

20 役員賞与の支払額   △3   △68   △3  

21 少数株主に負担させた役員賞与支払額   △2   －   △2  

22 その他   145   390   △616  

 小計   1,532   1,200   2,401  

23 利息及び配当金の受取額   43   56   82  

24 利息の支払額   △1   △18   △9  

25 法人税等の支払額   △11   △182   △18  

26 法人税等の還付額   443   －   443  

 営業活動によるキャッシュ・フロー    2,007   1,055   2,899  
 



区 分 
注記 

番号 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

前連結会計年度の 

要約キャッシュ・フロ

ー計算書 

（自 平成16年４月１日  （自 平成17年４月１日  （自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日）  至 平成17年９月30日）  至 平成17年３月31日）

 
金額（百万円） 

  
金額（百万円） 

  
金額（百万円） 

 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー           

1 定期預金の純増減額（増加△）   10   30   20  

2 有形固定資産の取得による支出   △2,150   △1,934   △7,048  

3 有形固定資産の売却による収入   139   12   304  

4 投資有価証券の取得による支出   △116   △2   △435  

5 投資有価証券の売却による収入   55   75   69  

6 出資金の売却による収入   8   －   9  

7 その他    △14   △20   △51  

 投資活動によるキャッシュ・フロー   △2,066   △1,839   △7,131  

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー           

1 短期借入金の純増減額（減少△）   △95   －   △95  

2 長期借入れによる収入   －   －   3,600  

3 長期借入金の返済による支出   △30   △630   △60  

4 親会社による配当金の支払額   △253   △302   △506  

5 少数株主への配当金の支払額   △1   －   △1  

6 自己株式取得による支出   △83   △2   △88  

 財務活動によるキャッシュ・フロー   △463   △934   2,848  

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   60   8   39  

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少△）   △462   △1,709   △1,343  

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   7,491   6,147   7,491  

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  ※1  7,029   4,437   6,147  
            



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数      ４社 

会社名：特種紙工㈱、泉興産

㈱、㈱テーエス・スピ

ロン、新メーテル㈱ 

連結子会社の数      ４社 

会社名：特種紙工㈱、泉興産

㈱、特種紙商事(株)、

新メーテル㈱ 

連結子会社の数      ４社 

 会社名：特種紙工㈱、泉興産 

      ㈱、㈱テーエス・スピ 

        ロン、新メーテル㈱ 

  前中間連結会計期間において、

持分法を適用しない関連会社であ

りました東亜特殊紙業㈱は、平成

15年10月１日付で、連結子会社㈱

テーエス・スピロンに吸収合併さ

れています。 

 なお、非連結子会社はありませ

ん。 

 なお、非連結子会社はありませ

ん。 

  

２ 持分法の適用に関する事

項 

 該当事項はありません。 同左 同左 

３ 連結子会社の（中間）決

算日等に関する事項 

 すべての連結子会社の中間期の

末日は、中間連結決算日と一致し

ています。 

同左  すべての連結子会社の事業年度

の末日は、連結決算日と一致して

います。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ）有価証券の評価基準及び評

価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は、全部資本直

入法により処理し、売

却原価は、移動平均法

により算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ）有価証券の評価基準及び評

価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ）有価証券の評価基準及び評

価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

 時価のないもの 

…移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (ロ）デリバティブの評価基準及

び評価方法 

時価法 

(ロ）デリバティブの評価基準及

び評価方法 

 時価法。ただし、金利スワップ

の特例処理の摘要用件を満たすも

のについては、特例処理を適用し

ております。 

(ロ）デリバティブの評価基準及

び評価方法 

時価法 

 (ハ）たな卸資産の評価基準及び

評価方法 

 主として移動平均法による

低価法 

(ハ）たな卸資産の評価基準及び

評価方法 

同左 

(ハ）たな卸資産の評価基準及び

評価方法 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却方法 

(イ）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）につ

いては定額法）を採用してい

ます。主な耐用年数は次の通

りであります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却方法 

(イ）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）につ

いては定額法）を採用してい

ます。主な耐用年数は次の通

りであります。   

(2）重要な減価償却資産の減価償

却方法 

(イ）有形固定資産 

同左 

 建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運

搬具 
３～15年

建物及び構築物 ６～50年 

機械装置及び運

搬具 
３～15年 

 

 (ロ）無形固定資産 

 ソフトウェア（自社利用

分）については、社内におけ

る見込利用可能期間（５年）

に基づく定額法を、その他の

無形固定資産については、定

額法を採用しています。 

(ロ）無形固定資産 

同左 

(ロ）無形固定資産 

同左 

 (3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ています。 

(3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

同左 

 (ロ）修繕引当金 

 発電設備の定期修繕費用の

支出に備えるため、発生費用

見込額の当中間連結会計期間

に負担すべき費用を期間配分

し設定しています。 

(ロ）修繕引当金 

同左 

(ロ）修繕引当金 

 発電設備の定期修繕費用の

支出に備えるため、発生費用

見込額のうち当連結会計年度

に負担すべき費用を期間配分

し設定しています。 

 (ハ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当社においては、当連

結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期

間末において発生していると

認められる額を計上していま

す。 

 数理計算上の差異は、翌連

結会計年度に一括費用処理す

ることとしています。 

(ハ）退職給付引当金 

同左 

(ハ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当社においては、当連

結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しています。 

 数理計算上の差異は、翌連

結会計年度に一括費用処理す

ることとしています。 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (ニ）役員退職慰労引当金 

 当社及び連結子会社の一部

の会社は、役員の退職慰労金

の支出に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額を計

上しています。 

(ニ）役員退職慰労引当金 

 当社及び連結子会社の一部

の会社は、役員の退職慰労金

の支出に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額を計

上しています。ただし、平成

17年4月1日以降に係る役員退

職慰労引当金の繰り入れは停

止しています。 

(ニ）役員退職慰労引当金 

 当社及び連結子会社の一部

の会社は、役員の退職慰労金

の支出に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上し

ています。 

 (4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しています。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しています。 

 (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っています。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (6）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっています。 

(6）消費税等の会計処理 

同左 

(6）消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引出可能な預金

及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっています。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これにより

税金等調整前中間純利益は126百万円

減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

き各資産の金額から直接控除しており

ます。 

────── 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において「固定資産処分損」に含

めて表示しておりました「固定資産除却損」は当中間連

結会計期間より区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「固定資産処分損」に含

まれる「固定資産除却損」は20百万円であります。 

 ───── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

33,027百万円です。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

35,070百万円です。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

は、 34,032百万円です。 

※２ 有形固定資産のうち、財団抵当に供し

ている資産の帳簿価額は次のとおりで

す。 

 なお、これにより担保されている債務

はありません。 

※２ 有形固定資産のうち、工場財団を組成

し次のとおり債務の担保に供していま

す。 

 財団抵当に供している金額（帳簿価

額） 

※２ 有形固定資産のうち、工場財団を組成

し次のとおり債務の担保に供していま

す。 

財団抵当に供している金額（帳簿価

額） 

建物及び構築物 3,288百万円

機械装置及び運搬具 2,555百万円

土地 175百万円

計 6,019百万円

     担保されている債務 

     長期借入金       10 百万円

建物及び構築物  6,051百万円

機械装置及び運搬具 8,810百万円

土地 175百万円

計 15,038百万円

     担保されている債務 

     長期借入金       10 百万円

建物及び構築物   6,168 百万円

機械装置及び運搬具   9,046 百万円

土地   175 百万円

計  15,391 百万円



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりです。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりです。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりです。 

研究開発費 319 百万円

運送費 262 百万円

販売促進費 255 百万円

給料手当 208 百万円

退職給付費用 17 百万円

役員退職慰労引当金

繰入額 
15 百万円

貸倒引当金繰入額 8 百万円

運送費 306 百万円

研究開発費  280 百万円

販売促進費  232 百万円

給料手当 198 百万円

退職給付費用 12 百万円

   

   

研究開発費   617 百万円

運送費   545 百万円

販売促進費   482 百万円

給料手当   403 百万円

退職給付費用   33 百万円

役員退職慰労引当金

繰入額 
 29 百万円

貸倒引当金繰入額 7 百万円

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

す。 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

す。 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりで

す。 

工具器具備品 94 百万円 工具器具備品 8 百万円 工具器具備品 124 百万円

※３ 前期損益修正損のうち主要なものは次

のとおりです。 

※３      ───── ※３ 前期損益修正損のうち主要なものは次

のとおりです。 

過年度受取利息修正 20 百万円    過年度受取利息修正   20 百万円

滞留債権等整理損   8 百万円

 ※４      ───── ※４ 固定資産売却損のうち主要なものは次

のとおりです。 

※４ 固定資産売却損のうち主要なものは次

のとおりです。 

   工具器具備品  2 百万円 工具器具備品  5 百万円

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりで

す。 

※５ 固定資産除却損のうち主要なものは次

のとおりです。 

※５ 固定資産除却損のうち主要なものは次

のとおりです。 

建物及び構築物 11 百万円

機械装置及び運搬具 17 百万円

工具器具備品 1 百万円

計 30 百万円

建物及び構築物  4 百万円

機械装置及び運搬具 13 百万円

  

建物及び構築物   58 百万円

機械装置及び運搬具  66 百万円

工具器具備品 2 百万円

無形固定資産その他  2 百万円

  

※６      ───── ※６ 当中間連結会計年度において、当社グ

ループは事業所別にグルーピングを行

い、遊休資産については物件ごとにグル

ーピングを行い、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しています。 

※６     ───── 

 

 遊休資産については、将来における利

用計画がなく地価も著しく下落している

ため、帳簿価額を回収可能価額まで減少

し、当該減少額を減損損失額として認識

しました。その内訳は以下のとおりで

す。 

 なお、回収可能価額として正味売却価

額により測定しており、売却が見込まれ

るものについては売却見込額、それ以外

のものについては主として固定資産税評

価額から算出しています。 

場所 用途 種類 
減損損失

(百万円)
備考 

静岡県 

富士宮市 

 製造設備

 他 

 土地

等 
109 

遊休

状態 

長野県 

茅野市 
 厚生施設

 建物

等 
16 
遊休 

状態 

 合計      126   

建物及び構築物   37 百万円

機械装置及び運搬具  11 百万円

土地 68 百万円

その他  7 百万円

合計  126 百万円

 



前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

※７ その他特別損失のうち主要なものは次

のとおりです。 

※７      ───── ※７ その他特別損失のうち主要なものは次

のとおりです。 

投資有価証券売却損 3 百万円

工具器具備品売却損 2 百万円

 出資金評価損  11 百万円

投資有価証券売却損 6 百万円

保険解約損   5 百万円

   

 ※８ 当中間連結会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、提出会社が当期に

おいて予定している利益処分による圧縮

積立金の取崩しを前提として、計算して

おります。 

 ※８      同左  ※８      ───── 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に記載されている科

目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に記載されている科

目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に記載されている科目の金額

との関係 

現金及び預金勘定 7,069百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△40百万円

現金及び現金同等物 7,029百万円

現金及び預金勘定  4,437百万円

現金及び現金同等物 4,437百万円

現金及び預金勘定 6,177 百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
 △30 百万円

現金及び現金同等物 6,147 百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額及び中間

期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額

相当額 
 

減価償却

累計額相

当額 

 

中間期末

残高相当

額 

  百万円 百万円 百万円

機械装置及び

運搬具 
 404 341 62

工具器具備品  － － －

合計  404 341 62

  
取得価額

相当額 
 

減価償却

累計額相

当額 

 

中間期末

残高相当

額 

  百万円 百万円 百万円

機械装置及び

運搬具 
 38 26 12

工具器具備品 9 2 6

合計  48 29 18

  
取得価額

相当額 
 

減価償却

累計額相

当額 

 
期末残高

相当額 

  百万円 百万円 百万円

機械装置及び

運搬具 
 391 321 70

工具器具備品 9 2 7

合計  400 323 77

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額等 ② 未経過リース料期末残高相当額 

    未経過リース料中間期末残高相当額   

  百万円

１年内 44 (3) 

１年超 18 (9) 

合計 62 (12) 

  百万円

１年内 11 (3) 

１年超 17 (6) 

合計 28 (9) 

  百万円

１年内 54 (3) 

１年超 34 (8) 

合計 88 (11) 

 上記の（ ）内は内数で、転リース取引に

係る未経過リース料期末残高相当額です。 

同左  同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

  

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

  

      

 百万円

支払リース料 37 

減価償却費相当額 37 

 百万円

支払リース料 17 

減価償却費相当額 17 

 百万円

支払リース料 52 

減価償却費相当額 52 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっています。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 （注） 取得価額相当額及び未経過リース

料中間期末残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため支払利子込み法によ

り算定しています。 

同左  （注） 取得価額相当額及び未経過リース

料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため

支払利子込み法により算定してい

ます。 

  （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はあり 

 ません。 

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（貸主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（貸主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引（貸主側） 

① リース物件の取得価額、減価償却累計額

及び中間期末残高 

① リース物件の取得価額、減価償却累計

額、減損損失累計額及び中間期末残高 

① リース物件の取得価額、減価償却累計額

及び期末残高 

  取得価額  
減価償却

累計額 
 
中間期末

残高 

  百万円 百万円 百万円

工具器具備品  116 43 72

合計  116 43 72

   取得価額 

減価償却

累計額  

中間期末

残高 

   百万円  百万円  百万円 

工具器具備品  18  11  6 

合計  18  11  6 

  取得価額  
減価償却

累計額 
 期末残高

  百万円 百万円 百万円

工具器具備品 15 10 4

合計  15 10 4

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

  百万円

１年内 22 (3) 

１年超 91 (9) 

合計 114 (13) 

  百万円

１年内 7 (3) 

１年超 13 (6) 

合計 20 (9) 

  百万円

１年内 6 (3) 

１年超 15 (8) 

合計 22 (11) 

 上記の（ ）内は内数で、転リース取引に

係る未経過リース料期末残高相当額です。 

同左  同左 

      

③ 受取リース料及び減価償却費 ③ 受取リース料及び減価償却費 ③ 受取リース料及び減価償却費 

 百万円

受取リース料 4 

減価償却費 11 

 百万円

受取リース料 1 

減価償却費 1 

 百万円

受取リース料 15 

減価償却費 19 

 （注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残

高及び見積残存価額の残高の合計

額が、営業債権の中間期末残高等

に占める割合が低いため、受取利

子込み法により算定しておりま

す。 

同左  （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高及び

見積残存価額の残高の合計額が、

営業債権の期末残高等に占める割

合が低いため、受取利子込み法に

より算定しております。 

  （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はあり 

 ません。 

  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

１ 時価のある有価証券 

 （注） 減損処理後の帳簿価額を取得原価に計上しています。減損処理にあたっては期末における時価が取得原価に比

べ、50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度の下落率の場合は当該金額の重要性、回復

可能性を考慮して必要と認められた額について減損を行うこととしています。なお、当中間連結会計期間に減

損処理したものはありません。 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 （注） 減損処理後の帳簿価額を中間連結貸借対照表額に計上しています。なお、当中間連結会計期間に減損処理した

ものはありません。 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１ 時価のある有価証券 

 （注） 減損処理後の帳簿価額を取得原価に計上しています。減損処理にあたっては期末における時価が取得原価に比

べ、50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度の下落率の場合は当該金額の重要性、回復

可能性を考慮して必要と認められた額について減損を行うこととしています。なお、当中間連結会計期間に減

損処理したものはありません。 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

その他有価証券    

(1）株式 2,438 4,681 2,243 

(2）債券 111 109 △1 

(3）その他 514 502 △12 

合計 3,064 5,294 2,230 

区分 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

(1）非上場株式（店頭売買株式を除く） 415 

合計 415 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

その他有価証券    

(1）株式 2,439 6,144 3,704 

(2）債券 427 438 11 

(3）その他 446 439 △7 

合計 3,312 7,021 3,708 



２ 時価評価されていない主な有価証券 

 （注） 減損処理後の帳簿価額を中間連結貸借対照表額に計上しています。なお、当中間連結会計期間に減損処理した

ものはありません。 

前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

１ 時価のある有価証券 

 （注） 減損処理後の帳簿価額を取得原価に計上しています。減損処理にあたっては期末における時価が取得原価に比

べ、50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度の下落率の場合は当該金額の重要性、回復

可能性を考慮して必要と認められた額について減損を行うこととしています。なお、当連結会計年度に減損処

理したものはありません。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 （注） 当連結会計年度において一部減損処理を行い、減損処理後の帳簿価額を連結貸借対照表額に計上しています。

減損処理額は次のとおりです。 

非上場株式   0百万円 

区分 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

(1）非上場株式 416 

合計 416 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

その他有価証券    

(1）株式 2,439 5,628 3,188 

(2）債券 427 416 △10 

(3）その他 504 472 △32 

合計 3,371 6,517 3,145 

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

(1）非上場株式 414 

合計 414 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(1）通貨関連 

 （注）１ 「契約額等」の（ ）内は、オプション料であります。 

２ 時価については、取引金融機関より提示されたものによっております。 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(1）通貨関連 

 （注）１ 「契約額等」の（ ）内は、オプション料であります。 

２ 時価については、取引金融機関より提示されたものによっております。 

種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

為替予約取引    

買建    

米ドル 1,425 △334 326 

通貨オプション    

買建（コール） 1,474 39 9 

米ドル (109）   

売建（プット） 1,962 163 98 

米ドル (113）   

通貨スワップ    

受取米ドル・支払円 1,340 △79 67 

合計 － － 502 

種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

為替予約取引    

買建    

米ドル 891 △207 392 

通貨オプション    

買建（コール） 1,216 34 18 

米ドル （81）    

売建（プット） 1,696 106 98 

米ドル （108）    

通貨スワップ    

受取米ドル・支払円 890 △41 66 

合計 － － 576 



前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(1）通貨関連 

 （注）１ 「契約額等」の（ ）内は、オプション料であります。 

２ 時価については、取引金融機関より提示されたものによっております。 

種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

為替予約取引    

買建    

米ドル 1,247 △599 60 

通貨オプション    

買建（コール） 1,375 16 △13 

米ドル （95）    

売建（プット） 1,915 204 56 

米ドル （111）    

通貨スワップ    

受取米ドル・支払円 1,109 △108 39 

合計 － － 143 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）及び当中間連結会計期間（自平成17年４月

１日 至平成17年９月30日）並びに前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 紙製造・加工・販売業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合

計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）及び当中間連結会計期間（自平成17年４

月１日 至平成17年９月30日）並びに前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）及び当中間連結会計期間（自平成17年４

月１日 至平成17年９月30日）並びに前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

  海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

１株当たり純資産額 800.58円 823.58円 812.54円 

１株当たり中間(当期)純利益金額 20.25円 10.29円 26.22円 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額 

 潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式がない

ため記載していません。 

同左  潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がない

ため記載していません。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益金額（百万円） 1,024 519 1,393 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―  68 

（うち利益処分による役員賞与金） 

（百万円） 
（―） （―）  (68)  

普通株式に係る中間(当期)純利益金額 

（百万円） 
1,024 519 1,324 

普通株式の期中平均株式数（千株） 50,581 50,468 50,532 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金  6,007   3,362   5,056   

２ 受取手形  69   85   57   

３ 売掛金  7,229   7,062   7,496   

４ たな卸資産  3,311   4,440   3,593   

５ 繰延税金資産  300   344   323   

６ その他  458   302   820   

貸倒引当金  △7   △7   △7   

流動資産合計   17,369 38.0  15,590 31.7  17,339 34.1 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１          

(1）建物 ※２ 7,139   8,376   8,570   

(2）機械装置 ※２ 5,608   9,885   10,215   

(3）工具器具備品  429   388   416   

(4）土地 ※２ 5,944   5,875   5,944   

(5）建設仮勘定  2,340   97   98   

(6）その他  ※２ 419   671   679   

有形固定資産合計  21,882   25,295   25,925   

２ 無形固定資産  41   69   53   

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券  5,693   7,437   6,930   

(2）関係会社株式  285   297   297   

(3）長期貸付金  131   264   65   

(4）繰延税金資産  34   ―   ―   

(5）その他  244   225   216   

    貸倒引当金  ―   △11   △11   

投資その他の資産
合計  6,389   8,212   7,498   

固定資産合計   28,313 62.0  33,577 68.3  33,476 65.9 

資産合計   45,683 100.0  49,168 100.0  50,816 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金  1,343   1,515   1,455   

２ １年以内に返済予
定の長期借入金  ―   1,200   1,200   

３ 未払金  1,338   126   1,422   

４ 未払費用  1,019   960   991   

５ 未払法人税等  186   219   193   

６ 修繕引当金  79   228   138   

７ その他  182   137   38   

流動負債合計   4,149 9.1  4,388 8.9  5,440 10.7 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金  ※２ ―   1,800   2,400   

２ 退職給付引当金  2,156   1,865   2,018   

３ 役員退職慰労引当
金  53   44   63   

４ 修繕引当金  114   57   146   

５ 繰延税金負債  ―   734   401   

６ その他  418   349   896   

固定負債合計   2,742 6.0  4,850 9.9  5,925 11.7 

負債合計   6,892 15.1  9,239 18.8  11,365 22.4 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   6,867 15.0  6,867 14.0  6,867 13.5 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金  6,521   6,521   6,521   

資本剰余金合計   6,521 14.3  6,521 13.3  6,521 12.8 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金  1,716   1,716   1,716   

２ 任意積立金  18,274   18,263   18,274   

３ 中間（当期）未処
分利益  4,268   4,533   4,381   

利益剰余金合計   24,260 53.1  24,513 49.8  24,372 48.0 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   1,344 2.9  2,236 4.5  1,896 3.7 

Ⅴ 自己株式   △203 △0.4  △210 △0.4  △208 △0.4 

資本合計   38,790 84.9  39,929 81.2  39,450 77.6 

負債及び資本合計   45,683 100.0  49,168 100.0  50,816 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   9,946 100.0  9,627 100.0  20,084 100.0 

Ⅱ 売上原価   7,705 77.5  7,819 81.2  15,292 76.1 

売上総利益   2,241 22.5  1,808 18.8  4,792 23.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   1,721 17.3  1,652 17.2  3,500 17.4 

営業利益   520 5.2  156 1.6  1,291 6.4 

Ⅳ 営業外収益 ※１  766 7.7  771 8.0  595 3.0 

Ⅴ 営業外費用 ※２  84 0.8  45 0.4  193 1.0 

経常利益   1,202 12.1  882 9.2  1,693 8.4 

Ⅵ 特別利益    94 0.9  23 0.2  124 0.6 

Ⅶ 特別損失 ※３  52 0.5  104 1.1  168 0.8 

税引前中間（当
期）純利益   1,244 12.5  801 8.3  1,650 8.2 

法人税、住民税及
び事業税 

※４ 165   203   156   

法人税等調整額 ※４ 109 274 2.8 88 291 3.0 158 315 1.6 

中間（当期）純利
益   969 9.7  509 5.3  1,334 6.6 

前期繰越利益   3,299   4,023   3,299  

中間配当額   ―   ―   252  

中間（当期）未処
分利益   4,268   4,533   4,381  

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法 

（評価差額は、全部資本直

入法により処理し、売却原

価は、移動平均法により算

定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

 時価法。ただし、金利スワッ

プの特例処理の適用要件を満た

すものについては、特例処理を

適用しております。 

(2）デリバティブ 

 時価法 

 (3）たな卸資産 

移動平均法による低価法 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については

定額法）を採用しています。 

 主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 建物 ７～50年

機械装置 ３～15年

  

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しています。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しています。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れに備えるため、

一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を

計上しています。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）修繕引当金 

 発電設備の定期修繕費用の支

出に備えるため、発生費用見込

額の内当中間会計期間に負担す

べき費用を期間配分し設定して

います。 

(2）修繕引当金 

同左 

(2）修繕引当金 

 発電設備の定期修繕費用の支

出に備えるため、発生費用見込

額の内当期に負担すべき費用を

期間配分し設定しています。 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しています。 

 数理計算上の差異は、翌期に

一括費用処理することとしてい

ます。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しています。 

 数理計算上の差異は、翌期に

一括費用処理することとしてい

ます。 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しています。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しています。

ただし、平成17年4月1日以降に

係る役員退職慰労引当金の繰り

入れは停止しています。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しています。 

４ 外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しています。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ています。 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっていま

す。 

同左 同左 

６ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっています。 

 仮払消費税等と仮受消費税等を

相殺し19百万円を流動資産「その

他」に含めて表示しています。 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっています。 

 仮払消費税等と仮受消費税等を

相殺し110百万円を流動負債「そ

の他」に含めて表示しています。 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっています。 

───── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税引

前中間純利益は86百万円減少しており

ます。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づき

各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

────── 



表示方法の変更 

項目 
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

（中間貸借対照表）  前中間会計期間において有形固定資産の

「その他」に含めて表示しておりました

「建設仮勘定」（前中間会計期間147百万

円）については、当中間会計期間より区分

掲記しております。 

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償

却累計額 
30,893百万円  32,868百万円      31,860百万円 

※２ 担保に供している資産  財団抵当に供している資産の帳

簿価額は次のとおりです。 

 なお、これにより担保されてい

る債務はありません。 

建物 3,288百万円

機械装置 2,555百万円

土地 175百万円

計 6,019百万円

 有形固定資産のうち、工場財団

を組成し次のとおり債務の担保に

供しています。 

財団抵当に供している資産 

建物     5,669百万円

構築物 381百万円

機械装置      8,810百万円

土地   175百万円

計    15,038百万円

 有形固定資産のうち、工場財団を

組成し次のとおり債務の担保に供し

ています。 

財団抵当に供している資産 

建物     5,793百万円

構築物 375百万円

機械装置      9,046百万円

土地   175百万円

計    15,391百万円

    担保されている債務 

長期借入金   10百万円

担保されている債務 

長期借入金  10百万円

 ３ 偶発債務 借入に対する保証債務 借入に対する保証債務 借入に対する保証債務 

 ㈱テーエス・スピロン 115百万円 特種紙商事㈱   55百万円 ㈱テーエス・スピロン  85百万円



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益の主

要項目 
   

 受取利息 2百万円

受取配当金 43百万円

賃貸収入 127百万円

デリバティブ評価益 502百万円

受取利息  10百万円

受取配当金   46百万円

賃貸収入    47百万円

デリバティブ評価益    576百万円

受取利息  6 百万円

受取配当金  79 百万円

賃貸収入    257 百万円

※２ 営業外費用の主

要項目 

   

 賃貸費用 82百万円 支払利息   17百万円

賃貸費用   28百万円

賃貸費用   175 百万円

※３ 特別損失の主要

項目 

   

 ───── ───── 固定資産除却損  

建物   32百万円

構築物  25百万円

機械装置     64百万円

 ─────  当中間会計年度において、当社は事業

所別にグルーピングを行い、遊休資産に

ついては物件ごとにグルーピングを行

い、以下の資産グループについて減損損

失を計上しています。 

 遊休資産については、将来における利

用計画がなく地価も著しく下落している

ため、帳簿価額を回収可能価額まで減少

し、当該減少額を減損損失額として認識

しました。その内訳は以下のとおりで

す。 

 なお、回収可能価額として正味売却価

額により測定しており、売却が見込まれ

るものについては売却見込額、それ以外

のものについては主として固定資産税評

価額から算出しています。 

場所 用途 種類
減損損失

(百万円)
備考 

静岡県 

富士宮市

 製造設

備等 

土地

等 
 70 

遊休

状態

長野県 

茅野市 

 厚生施

設 

建物

等 
16 

遊休

状態

 合計      86   

建物   10百万円

土地   68百万円

その他   7百万円

合計   86百万円

───── 

※４ 利益処分方式に

よる圧縮積立金の

取扱い 

 当中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、提出会社

が当期において予定している利益

処分による圧縮積立金の取崩しを

前提として、計算しております。 

同左 ───── 

 ５ 減価償却実施額    

有形固定資産 698百万円    1,165百万円   1,658百万円 

無形固定資産 1百万円  3百万円  4百万円 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価

のあるものはありません。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  

  

取得価

額相当

額 

 

減価償

却累計

額相当

額 

 

中間期

末残高

相当額

  百万円 百万円 百万円

機械装置  374 340 33

工具器具備

品 
 111 60 51

車両運搬具  24 13 11

合計  510 414 96

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

  

取得価

額相当

額 

 

減価償

却累計

額相当

額 

 

中間期

末残高

相当額

  百万円 百万円 百万円

機械装置  11 2 9

工具器具備

品 
 55 35 19

車両運搬具 24 20 4

合計  91 58 32

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  

  

取得価

額相当

額 

 

減価償

却累計

額相当

額 

 

期末残

高相当

額 

  百万円 百万円 百万円

機械装置  348 325 22

工具器具備

品 
 70 41 28

車両運搬具  24 16 7

合計  443 384 58

 ② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

    未経過リース料中間期末残高 

    相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

 １年以内 63百万円

１年超 32百万円

合計 96百万円

１年以内   16百万円

１年超   16百万円

合計   32百万円

１年以内   36百万円

１年超   21百万円

合計    58百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

  

(1）支払リース料 

40百万円 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

(1）支払リース料 

  25百万円 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

  

(1）支払リース料 

   78百万円 

 (2）減価償却費相当額 

40百万円 

(2）減価償却費相当額 

  25百万円 

(2）減価償却費相当額 

   78百万円 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

います。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  （注） 取得価額相当額及び未経

過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等

に占める割合が低いため

支払利子込み法により算

定しています。 

同左  （注） 取得価額相当額及び未経

過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合

が低いため支払利子込み

法により算定していま

す。 

   （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

１株当たり純資産額 768.43円 791.21円   780.35円 

１株当たり中間（当期）純利益金

額 
19.16円 10.10円 25.11円 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額 

 潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式がない

ため記載していません。 

同左  潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がない

ため記載していません。 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益金額（百万円） 969 509 1,334 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 66 

（うち利益処分による役員賞与金） （―） （―） （66）

普通株式に係る中間（当期）純利益金

額 

（百万円） 

969 509 1,268 

普通株式の期中平均株式数（千株） 50,581 50,468 50,532 



(2）【その他】 

 第129期（平成17年４月１日より平成18年３月31日まで）中間配当については、平成17年11月4日開催の取締役

会において、平成17年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し次のとおり中間配当

を行うことを決議しました。 

① 中間配当金の総額             252百万円 

② １株当たり中間配当金           5円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成17年12月12日 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

(1）有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

（第128期） 

自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日   

平成17年６月27日 

関東財務局長に提出。 

(2）自己株券買付状況 

報告書 

事業年度 

（第129期） 

自 平成17年４月１日 

至 平成17年４月30日   

平成17年５月12日 

関東財務局長に提出。 

   

自 平成17年５月１日 

至 平成17年５月31日   

平成17年６月10日 

関東財務局長に提出。 

    

自 平成17年６月１日 

至 平成17年６月30日   

平成16年７月13日 

関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成16年12月15日

特種製紙株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 鈴木 和男  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 太田 建司  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 神山 宗武  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている特種製

紙株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、特種製紙株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月14日

特種製紙株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 鈴木 和男  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 太田 建司  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 神山 宗武  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている特種製

紙株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、特種製紙株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間より固

定資産の減損に係る会計基準を適用して中間連結財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成16年12月15日

特種製紙株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 鈴木 和男  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 太田 建司  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 神山 宗武  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている特種製

紙株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第128期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、特種製紙株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月14日

特種製紙株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 鈴木 和男  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 太田 建司  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 神山 宗武  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている特種製

紙株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第129期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、特種製紙株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、会社は当中間会計期間より固定資産の

減損に係る会計基準を適用して中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。 
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